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1. 研究背景および目的 

 道路橋示方書に基づいて曲げモーメントを受ける鋼

I 桁の高力ボルト摩擦接合部を設計した場合，フランジ

およびウェブのボルト本数は母板の応力分布に従って，

個々に算出される．一方，文献[1],[2]によれば，曲げモ

ーメントを受ける継手部は，フランジ継手部とウェブ

継手部の協同作用によって断面全体で抵抗するため，

継手部の合理化が期待できるとされている．文献[3]で

は，上記の協同作用を考慮した断面全体のすべり耐力

の簡易評価法として次式の総すべりモーメント法を提

案している． 

∑ ×⋅⋅= isism dMSL ρϕϕ                (1) 

ここに，φm：すべり耐力補正係数,φs：すべり耐力補正係

数，ρsi：ボルト 1 本あたりのすべり耐力，di：中立軸か

ら i 行目高力ボルトから図心位置までの距離 

しかし，このフランジとウェブの協同作用を詳細に検

討した事例は少なく，それぞれの継手部の形状および

すべり耐力が桁の曲げすべり挙動に及ぼす影響は明ら

かではない． 

 本研究では，ウェブのボルト列数をパラメータとし

た鋼 I 桁試験体を用いた純曲げ試験を行い，継手部のボ

ルト配置が桁の曲げすべり挙動に及ぼす影響を確認し

た． 

2. 試験概要  

 図-1 に示すようにウェブ継手部のボルト列数をパラ

メータにした試験体を 2 体製作した．CASE A は道路橋

示方書に従い設計し，ウェブ連結板のボルト列数は 3 列

である．CASE B は式(1)に従い設計し，連結板のボルト

列数は 2 列であり，CASE A に比べウェブの列数が 1列

減少している．さらに，CASE B ではウェブの応力性状

を CASE A と一致させて継手部形状の影響を評価する

ため，図-2(a)に示すようにウェブ 3 列目に孔明けし，そ

れに当て板している．両試験体は，フランジ継手部とウ

ェブ継手部の最外縁の群としてのすべり耐力を一定に

し，継手部のボルト配置が桁の曲げすべり挙動に与え

る影響を評価できるように設定した． 

 表-1に試験体の構造寸法，表-2 に試験体の設計耐力

をそれぞれ示す．表-2 の設計耐力はあらかじめ行った

材料試験結果に基づき算出した．図-2に示すように，4

点曲げ載荷により，すべりが発生し，支圧状態に完全に

移行するまで単調漸増載荷を行った． 

 フランジ継手部とウェブ継手部において，母板-連結

表-2 試験体の設計耐力 

 

図-2 載荷方法 

 

表-1 試験体の構造寸法 

 

FLG 19 150 2×3 42 2.6
WEB 12 600 5×3 56 3.5
FLG 19 150 2×3+1 42 2.6 123.6
WEB 12 600 5×3 56 3.5 106
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図-1 試験体のパラメータ（青枠が”群”） 
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板，母板遊間の相対変位を計測した．図-3 には計測位

置を示す．母板-連結板については，フランジ継手部は

圧縮側が 1，引張側が 11，ウェブ継手部では圧縮側最外

縁ボルトから順に 4~8 である．遊間の相対変位は，フラ

ンジ継手部とウェブ継手部の圧縮側は 2 と 3，引張側は

10 と 9 である． 

3. 試験結果 

 図-4に荷重-母板と連結板の相対変位関係を示す．ま

た，設計耐力（降伏荷重 Py，全塑性荷重 Pp）も示した． 

図-4 に示すように，フランジ継手部では圧縮側およ

び引張側の両方において，CASE B は CASE A より相対

変位が小さくなった．一方，ウェブ継手では CASE B は

CASE A より大きくなった．  

図-5 に各計測位置での相対変位が δr=0.20mm に到達

ときのすべり荷重 Psiを示す． 両ケースを比較すると，

ボルト配置に関わらず，ウェブのすべり荷重はほとん

ど一致していた．しかし，フランジでは．CASE B のす

べり荷重は CASE A に対して増加している．その比率

は，引張側では 1.1 倍，圧縮側では 1.3 倍となった．こ

のように圧縮側のすべり荷重が引張側よりも大きくな

るのは，圧縮側では引張側で見られるボルト軸力の低

下が発生しないためである． 

 図-6 に載荷中のボルト軸力の変動を示す．横軸は，

載荷中のボルト軸力を試験前軸力で無次元化した．両

ケースとも，引張側では軸力抜けが，圧縮側では中立軸

位置のボルトがすべるまで軸力の増加が確認された．

また，両ケースを比較すると，CASE B は CASE A より

軸力変動が小さいことがわかる．特に，フランジ継手部

ではその傾向が強くみられた． 

4. まとめ 

 本研究では，フランジとウェブの協同作用を考慮し

た鋼 I 桁摩擦接合部の合理的な設計法の確立を目指し， 

ウェブのボルト列数をパラメータとした鋼 I 桁試験体

の純曲げ試験を行い，継手部のボルト配置が桁の曲げ

すべり挙動に及ぼす影響を調べた．その結果，以下のこ

とが明らかとなった． 

フランジ継手部とウェブ継手部の最外縁の，群とし

てのすべり耐力を一定にし，ウェブのボルト列数を減

らしても，桁の曲げすべり耐力は同じであった．一方，

フランジ継手部のすべり耐力は，CASE B でフランジボ

ルトの設計軸力を 1.1 倍にした分だけ，フランジのすべ

り耐力が増加した．したがって，フランジとウェブの協

同作用を考慮した設計を行うことで，ウェブのボルト

列数を低減させ，継手部の合理化が可能であることが

わかった． 
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図-6 荷重-ボルト軸力の変動の関係 

  

図-4 荷重-母板と連結板の相対変位関係 

  

実線は CASE A 

点線は CASE B 

図-3 相対変位計測位置  

図-5 相対変位 δr=0.2 で決定した 

   各変位計位置のすべり荷重 
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